
平成 21年度年次報告

課題番号：5007

（１）実施機関名：
（独）産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：
極微小地震と深部低周波微動を用いたプレート境界の応力場推定

（３）最も関連の深い建議の項目：

2.地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程

ア．アスペリティの実体

（４）その他関連する建議の項目：

1.地震・火山現象予測のための観測研究の推進

（1）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化

ウ．東海・東南海・南海地域

2.地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程

イ．非地震性滑りの時空間変化とアスペリティの相互作用

（５）本課題の５か年の到達目標：
東海・東南海・南海地域のプレート境界近傍で発生している極微小地震と深部低周波微動の発震機
構解から、プレート境界における応力場の時空間分布を推定する。さらに数値シミュレーションと組
み合わせて、プレート境界の固着状態や応力集中域の推定を試みる。深部低周波微動の発震機構解に
ついては、東南海・南海地震域に設置した鉛直ボアホール地震計アレイを用いた手法開発に取り組む。

（６）本課題の５か年計画の概要：
　平成 21-22年度においては、紀伊半島周辺をターゲットにし、プレート境界近傍で発生している

極微小地震の発震機構解を大量に決定する。また、深部低周波微動の発震機構解決定法の開発にも取
り組む。
　平成 23年度においては、紀伊半島周辺で推定された応力場の時空間分布と数値シミュレーション

を組み合わせて、プレート境界の固着状態や応力集中域の推定を試みる。
　平成 24-25年度においては、他の地域において同様の解析を実施し、東海・東南海・南海の全域

にわたるプレート境界の固着状態や応力集中域を明らかにする。

（７）平成 21年度成果の概要：
　平成 21年度は、Ｓ波の Polarization解析により深部低周波微動のメカニズム解を決定できるかに

ついて検討を行った。
　一般に、深部低周波微動のように S/Nが良くないデータの場合、単点の観測データでは Polarization

解析の結果が不安定であるという問題点がある（具体的には、解析周波数やウィンドウ長のわずかな
違いで結果が大きく異なってしまうという問題点）。そこで、産総研が整備した鉛直地震計アレイデー



タを利用し、鉛直アレイの各深度から求められた共分散行列をスタックして固有値問題を解くことを
試みた。その結果、S/Nが良くない場合でも、Ｓ波の振動方向を安定して推定できることがわかった。
また、推定された振動方向を見ると、ランダムに変化するのではなく、系統的に時間変化する場合が
多いことがわかった。エンベロープ相関法から決定された微動の震源位置、理論的に計算した振動方
向との比較から、観測された振動方向の時間変化は、低角逆断層のメカニズム解で震源位置が移動す
ることで概ね説明可能であることがわかった。
　個々の微動のメカニズム解を決定するためには、単点の観測データも利用する必要がある。そこ

で、微動の振動方向が系統的に時間変化するという特徴を使い、隣り合うタイムウィンドウの共分散
行列をスタックすることを試みた。まだ予備解析の段階ではあるが、単点の観測点でも Polarization解
析の結果が安定することを確認した。
　以上より、複数観測点の Polarization解析により、個々の微動のメカニズム解を決定できる目処が

立った。

（８）平成 21年度の成果に関連の深いもので、平成 21年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：
今西和俊・武田直人・干野真・桑原保人・小泉尚嗣, 2009,東南海・南海地震予測のための地下水等
総合観測点整備における鉛直地震計アレイ観測網の構築,地質ニュース, 662, 45-50.

（９）平成 22年度実施計画の概要：
　Ｓ波の Polarization解析による深部低周波微動のメカニズム解決定法を確立し、紀伊半島の微動活

動に適用する。
　紀伊半島で発生している微小地震の精密震源決定とメカニズム解決定を実施する。

（10）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・地震研究センター地震発生機構研究チーム、地震地下水研究チーム
他機関との共同研究の有無：無

（11）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・地震研究センター 　地震発生機構研究チーム
電話：029-861-3836
e-mail：seisprocess-all@m.aist.go.jp

（12）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：今西和俊 　
所属：活断層・地震研究センター 　地震発生機構研究チーム
電話：029-861-3836
FAX：029-861-3682
e-mail：imani@ni.aist.go.jp


